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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地盤に設置した電極間を接続した複数の測線で電位差を計測し、各測線個別の電位差デ
ータを、各測線からの電位差データの和で除算することによって電位分担率を求め、この
電位分担率の変化を地盤破壊・崩壊に係る内的要因による前兆変化として評価することを
特徴とする、地盤の破壊・崩壊予測方法。
【請求項２】
　各測線が、安定領域の地盤に設置した電極を共通陰極として、不安定又は不安定になる
と予想される地盤に設置した複数の電極との間をそれぞれ接続したものであることを特徴
とする、請求項１に記載の地盤の破壊・崩壊予測方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、地盤の破壊や崩壊現象の発生を予測するための技術に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　盛土や切土等による斜面や、風化等により成層が不安定になっていると予想される地域
での地盤の破壊や崩壊（地すべり、岩盤崩落、斜面崩壊、落石など）による危険を回避す
るためには、地盤破壊や崩壊につながる前兆現象が発生しているか否かを、実際に地盤の
破壊や崩壊の発生する前に的確にとらえることが重要である。従来、このような地盤破壊
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・崩壊予測には、地盤の微小な電気的変化を観測することによって地盤破壊・崩壊の前兆
現象を把握しようとする試みがなされて来た。
【０００３】
　このうち、例えば不安定な斜面などにおいて地盤の変位や歪を計測し、崩壊を予測しよ
うとする手法は、変動が緩慢な地すべり等の予測には適しているが、岩盤崩落等は非常に
小さな変位や歪で瞬時に崩落が発生することから、地盤の変位や歪の計測によって崩壊を
予測することはきわめて困難である。
【０００４】
　また、地盤が破壊される時に発生する音響信号であるＡＥ（Acoustic Emission）によ
る破壊・崩壊予測は、元来、ＡＥが金属材料の疲労破壊等の予測に用いられてきたことか
ら、均一材料の破壊予測には有効であるが、地盤のような自然かつ複合材料に対する適用
性は低い。また、ＡＥは地盤振動のうちかなりの高周波成分を計測するために、地盤内で
の振動の伝播減衰が非常に大きく、広範囲の領域における計測は不可能である。したがっ
て、ＡＥは破壊・崩壊位置が高精度に推定されたジャストポイントの計測には有効である
が、現状では地盤内の破壊・崩壊位置を推定することは困難である。しかも破壊・崩壊位
置が推定できれば有効な対策を施すことが可能となるのであるから、災害発生のリスクを
勘案すれば、破壊・崩壊を予測するより、事前に対策を講じた方が賢明である。このため
、地盤の破壊・崩壊予測技術としては、その位置と規模を推定できる手法の開発が望まれ
ていると言える。
【０００５】
　また、地盤の電位変化を計測して地震予知に活用するギリシャで開発されたＶＡＮ法で
は、地盤内での減衰が小さい電磁波が広範囲の計測に有利であるといった特性を活かして
、発生する地震の位置と規模を同定する試みがなされている。よって、地盤の微小な電位
変化を観測することによって地盤崩壊の位置と規模を同定することが可能となることが示
唆される。
【０００６】
　一方、地盤の電位観測では絶対電位を測定することは困難であるため、ある地点に配置
した共通陰極（基準電極）との差（電位差）を観測することになる。地下深部の金属鉱床
や地熱地帯における熱源探査に活用されている調査法である自然電位法（ＳＰ法、電気探
査の一種）でも、同様に基準電極に基づく地盤の電位分布を広範囲に計測し、その分布形
状から地下の状態を把握している。
【０００７】
　地盤の電位観測において観測値から降雨等の外的要因によるノイズを除去する手法とし
ては、対象地点から遠方あるいは異なる条件の箇所に電極を配置して、この測線をノイズ
測線として活用しノイズを除去する試みがなされてきたが（例えば下記の特許文献１参照
）、地盤の電位観測では、上述のように共通陰極を配置する必要があり、例えば観測目的
区域から数ｋｍ離れた遠方に電極を設置することは実務的に難しいのが現状である。一方
、複数の異なる観測地点のデータから個々の観測地点の固有のノイズを除去しようとする
手法も考えられるが、個々の地点で受ける個別の外的要因が同一であることが保証されて
いないことから、この手法も現実性に乏しい。
【特許文献１】特許第３８０３４７０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上述のような問題に鑑みてなされたもので、その技術的課題は、地盤破壊・
崩壊予測の信頼性を高めるため、地盤の電位差データから外的要因による電位変化を除去
して、内的要因による電位変化を的確に把握するための方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上述の技術的課題を有効に解決するための手段として、本発明に係る地盤の破壊・崩壊
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予測方法は、地盤に設置した電極間を接続した複数の測線で電位差を計測し、各測線個別
の電位差データを、各測線からの電位差データの和で除算することによって電位分担率を
求め、この電位分担率の変化を地盤破壊・崩壊に係る内的要因による前兆変化として評価
することを特徴とするものである。
【００１０】
　上記構成において好ましくは、各測線が、安定領域の地盤に設置した電極を共通陰極と
して、不安定又は不安定になると予想される地盤に設置した複数の電極との間をそれぞれ
接続したものである。
【００１１】
　本発明は、地盤の微小な電気的な変化によって破壊現象（岩盤崩落、地すべり、落石、
斜面崩壊など）の前兆を捉えようとするものであり、この種の手法では、降雨、降雪、温
度、湿度などの気象変化や、地中の水分の凍結、融解などの外的要因による電位変化を除
去しなければ、地盤の破壊・崩壊（内的要因）による電位変化を的確に評価することがで
きない。これは、地盤の破壊に伴い発生する電位変化は非常に小さく数ｍＶ～数百ｍＶ程
度にすぎないのに対し、降雨時の電位変化は大きなものであるため、仮に降雨時に地盤の
破壊が発生した場合、それによる電位変化が、降雨に起因する電位変化に埋もれてしまい
、しかも内的要因による電位変化のパターンも、長期間に亘ってほぼ一定の勾配で変化す
るパターンや、周期的に変化するパターンや、急激に変化するパターンなどさまざまであ
るため、計測された電位差データだけでは地盤の微小破壊などの前兆現象を把握すること
ができないからである。
【００１２】
　また、地盤試料を用いた室内実験でも、付近を通過する電車や、工場や家庭内の電気機
器など、電気を動力源とする機器から発生する多くの電磁波による影響を受けて、本来、
地盤試料の破壊とは無関係の外的要因による電位変化も一緒に観測されてしまう。
【００１３】
　しかしながら、上述のような外的要因は、観測対象領域内の個別の地点（測線）に等し
くその影響が作用するために、各測線で計測された電位差データに乗算としてその影響が
含まれている。したがって、本発明はこの点に着目し、個別の電位差データを、各測線か
らの電位差データの総和で除算することによって外的要因をキャンセルした電位分担率を
算出し、内的要因の変化指標として捉えるものである。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明に係る地盤の破壊・崩壊予測方法によれば、計測された複数の電位差データから
外的要因に伴う電位変動を除去し、地盤の破壊・崩壊の前兆現象による電位分担率のみを
取り出すことができるので、地盤破壊・崩壊の予測精度を向上することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明に係る地盤の破壊・崩壊予測方法について、図面を参照しながら説明する
。まず図１は、本発明に係る地盤の破壊・崩壊予測方法における好ましい実施の形態を、
電極の平面配置例と共に概略的に示す説明図、図２は、電極の鉛直配置例と共に概略的に
示す説明図である。
【００１６】
　図１において、上側が地盤斜面の上部、下側が地盤斜面の下部であり、参照符号Ｇ１は
安定領域、Ｇ２は太矢印で示される地すべりなどが発生しやすい不安定又は不安定になる
と予想される領域（以下、不安定領域という）である。この形態では、安定領域Ｇ１の任
意の一箇所に電極ＥＲ０を埋設し、不安定領域Ｇ２における複数の地点に電極ＥＲ１～Ｅ
Ｒｎを埋設しており、電極ＥＲ０は、多チャンネルの電圧計測器（例えばデータロガー）
１の各陰極入力端子１１１～１１ｎに並列に接続し、電極ＥＲ１～ＥＲｎは、それぞれ前
記電圧計測器１の各陽極入力端子１２１～１２ｎに接続している。
【００１７】
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　不安定領域Ｇ２に埋設された電極ＥＲ１～ＥＲｎは、安定領域Ｇ１に埋設された一つの
電極ＥＲ０を共通陰極とする複数の測線を形成するものであり、電圧計測器１は、陽極側
の各電極ＥＲ１～ＥＲｎと陰極側の電極ＥＲ０との間の電位差を、一定のサンプリング周
期（例えば１０秒）で計測して記録するものである。
【００１８】
　図２において、参照符号ＧＷＬは地下水位、参照符号ＳＦは地すべりの発生しやすい面
（以下、すべり面という）であって、安定領域Ｇ１と不安定領域Ｇ２との境界面に相当す
る。そしてこの図２の参照符号Ｂｈは、電極Ｐ１Ｕ，Ｐ１Ｌ，Ｐ２Ｕ，Ｐ２Ｌを埋設する
ためのボーリング孔である。このうち上側の電極Ｐ１Ｕ，Ｐ２Ｕは、すべり面ＳＦより上
側の不安定領域Ｇ２に位置し、下側の電極Ｐ１Ｌ，Ｐ２Ｌは、すべり面ＳＦより下層の安
定領域Ｇ１に位置している。また、電極Ｐ１Ｕ，Ｐ２Ｕ，Ｐ１Ｌ，Ｐ２Ｌは、雨の影響を
排除するために地下水位ＧＷＬ以下に設置した。
【００１９】
　そして、安定領域Ｇ１に埋設した電極ＥＲ０を共通陰極として、多チャンネルの電圧計
測器（例えばデータロガー）２の各陰極入力端子２１１～２１４に並列に接続し、電極Ｐ

１Ｕ，Ｐ１Ｌ，Ｐ２Ｕ，Ｐ２Ｌを、それぞれ前記電圧計測器２の各陽極入力端子２２１～
２２４に接続している。
【００２０】
　ここで、ある測線で計測される電位差をPsiとし、このうち地盤の破壊などの内的要因
による電位変化をPti、電極の状態などに起因する不明確な未知のノイズをPni、気象変化
などの外的要因による電位変化をPcとすると、発明者らの研究の結果、おおよそ次のよう
な式が成り立つことがわかった。
Psi≒(Pti＋Pni)×Pc
【００２１】
　また、各測線（電極ＥＲ０とＥＲ１の間、電極ＥＲ０とＥＲ２の間、電極ＥＲ０とＥＲ

３の間、・・・）で計測された電位差の和（又は総和）をΣPs、各測線で計測された電位
差のうち、内的要因による電位変化をPt、個々の電極の状態などに起因する不明確な未知
のノイズをPnとすると、
ΣPs≒Σ(Pt＋Pn)×Pc
であるから、個別の電位差PsiをΣPsで除算することによって、次式のように、外的要因
による電位変化Pcをキャンセルした電位分担率Riを個別に得ることができる。
Ri＝Psi／ΣPs＝(Pti+Pni)×Pc／Σ(Pt＋Pn)×Pc
＝(Pti＋Pni)／Σ(Pt＋Pn)
【００２２】
　すなわち、電位分担率Riは、気象変化などの外的要因による電位変化Pcが除去されてい
るものであり、地盤崩壊・破壊を起こす箇所の電位は変位に先行して変化するため、地盤
の破壊現象に起因する内的要因の変化を把握するための指標とすることができる。また、
電位差の和ΣPsは、観測対象領域に及ぼす外的要因の影響が強調されたデータとなってい
るため、外的要因の程度の差を表す指標として活用することができる。また、発明者らが
野外で観測した種々の電位差データを分析した結果、電位差の変化は降水の有無には敏感
だが、降水量には比例しないことが分かった。
【００２３】
　なお、ΣPsは２箇所以上の計測値の和であり、必ずしも観測対象領域内における各測線
での計測値の総和である必要はなく、同じ外的要因を受ける箇所に設置された最低２箇所
（１組）の観測データがあれば算出することが可能であり、移動土塊内、不動土塊内ある
いは不動土塊と移動土塊を跨いだ領域での内的変化に伴う電位差の比を算出し、破壊前兆
現象を把握することができる。
【００２４】
　仮に２箇所の電極において、電極の設置状況や形状・材質などが同一で、等しい外的要
因をうける理想的な状況と考えられる場合、各々の電極における電位分担率は、共に等し
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く電位を分担するので0.5となる。同様に、４箇所の場合0.25となる。よって、地盤破壊
等による内的要因による電位変化がある電極位置で観測された場合、その地点の電位分担
率が正側あるいは負側に変化することになる。よって、地盤の破壊に伴う前兆現象を把握
するためにはこの電位分担率の変化に注目することが有効である。
【００２５】
　なお、現況では破壊に伴い発生する電位差を一概に確定することが困難なため、その変
化量は多様であり，変化の極性は正側，負側の双方があり得る。
【実施例】
【００２６】
　次に図３は、本発明に係る地盤の破壊・崩壊予測方法を検証するために実施した室内試
験を示す説明図である。この試験では、一軸圧縮試験機１００における上下に互いに対向
した一対の押圧子１０１，１０１間に円柱状の岩石からなる供試体ＴＰを設置し、この供
試体ＴＰの上下両端に電極ＥＲ１１，ＥＲ１２を設け、押圧子１０１，１０１と電極ＥＲ

１１，ＥＲ１２の間はそれぞれ絶縁体１０２によって電気的に絶縁した。また、一方の電
極ＥＲ１１は、サンプリング周期が０．１秒のデータロガー３における陽極入力端子３２

１，３２２に接続し、他方の電極ＥＲ１２は、データロガー３における陰極入力端子３１

１と陽極入力端子３２３に接続し、陰極入力端子３１２，３１３はアースし、供試体ＴＰ
を押圧子１０１，１０１間で圧縮荷重を加えていくことにより破壊させるまでの過程で、
上部電極ＥＲ１１と下部電極ＥＲ１２間に生じてｃｈ１に入力される電位差ＰＵ－ＰＬ、
上部電極ＥＲ１１とアースＧＮＤ間に生じてｃｈ２に入力される電位差ＰＵ－Ｇ、及び下
部電極ＥＲ１２とアースＧＮＤ間に生じてｃｈ３に入力される電位差ＰＬ－Ｇの変化を計
測した。
【００２７】
　図４は、試験結果を示す線図である。この図４において、ＲＵ，ＲＬは電位差データＰ

Ｕ－Ｇ及びＰＬ－Ｇをその和で除算した電位分担率であって、すなわち次のようにして求
められたものである。
ＲＵ＝ＰＵ－Ｇ／Σ(ＰＵ－Ｇ+ＰＬ－Ｇ)
ＲＬ＝ＰＬ－Ｇ／Σ(ＰＵ－Ｇ+ＰＬ－Ｇ)
【００２８】
　供試体ＴＰへの圧縮荷重を増大させていくと、やがて図４に破線で示される時刻で供試
体ＴＰの破壊に到るが、それより以前の時点（時間0:35～0:42付近）では、電位分担率が
0.5を基準として正の値であったＲＵと負の値であったＲＬの関係が逆転し、それまでの
均衡が崩れていることがわかる。この変化は、供試体ＴＰの内部組織の微小破壊が始まっ
たことに伴う電位変化によるものであると考えられる。
【００２９】
　次に図５は、本発明に係る地盤の破壊・崩壊予測方法をトンネル掘削現場での観測に用
いた実施例を示す電極の平面配置図、図６は、図５におけるVI－VI断面図である。これら
図５及び図６において、参照符号ＴＮは掘削されるトンネル、参照符号Ｇ３はひん岩など
による基盤からなる領域、Ｇ４は、トンネルＴＮの掘削によって不安定になりやすい領域
で、粘土や砂、崖錐などの未固結堆積物からなる。この実施例では、トンネル掘削による
ゆるみの影響範囲外に位置する電極ＥＲ２０を埋設してこれを不図示のデータロガーの陰
極側の入力端子に接続し、トンネルＴＮの掘進方向の真上及びこれと直交する方向へ並ぶ
ようにそれぞれ電極ＥＲ２１～ＥＲ２８を埋設してこれらを前記データロガーの陽極側の
入力端子にそれぞれ接続した。
【００３０】
　図７は、図５及び図６に示されるトンネル掘削現場での電極ＥＲ２０を共通陰極とする
電極ＥＲ２１～ＥＲ２３の電位計測データ及びこの計測データに基づいて算出された電位
分担率の経時変化と降雨との関係を示す線図である。この事例では、電極ＥＲ２１～ＥＲ

２３の電位計測データには、降雨時にその影響が負側への変化として表れているが、下段
の電位分担率では降雨のよる変化はほとんどキャンセルされており、図中に楕円で囲んで
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示されるように、内的要因であるトンネル掘削の影響による電位変化が強調されているこ
とがわかる。
【００３１】
　また図８は、図５及び図６に示されるトンネル掘削現場での電極ＥＲ２０を共通陰極と
する電極ＥＲ２１～ＥＲ２８の電位計測データの総和と、各電位計測データに基づいて算
出された各電極の電位分担率の経時変化を示す線図である。この事例では、電位差の総和
（ΣＥＲ２１～ＥＲ２８）は降雨の影響が誇張されているが、各電極における電位分担率
には降雨の影響がほとんどキャンセルされていることがわかる。
【００３２】
　次に図９は、本発明に係る地盤の破壊・崩壊予測方法を地すべり地の観測に用いた実施
例を示す電極の平面配置図である。この図９において、参照符号Ｇ５は地山の安定領域、
Ｇ６（太線で囲んだ範囲）は、不安定領域である地すべり地、Ａは河川、Ｂは道路である
。この実施例では、安定領域Ｇ５に電極ＥＲ３０を埋設してこれを不図示のデータロガー
の陰極側の入力端子に接続し、安定領域Ｇ５に複数の電極ＥＲ３１，ＥＲ３２，ＥＲ３６

、地すべり地Ｇ６に複数の電極ＥＲ３３～ＥＲ３５を埋設してこれらを前記データロガー
の陽極側の入力端子にそれぞれ接続した。また、Ｐ３１，Ｐ３２は金属線の電気抵抗の変
化から地すべりを深さ方向で検出するパイプ歪計である。
【００３３】
　図１０は、図９に示される電極ＥＲ３０を共通陰極とする電極ＥＲ３１～ＥＲ３６の電
位計測データに基づいて個別に算出された電位分担率及びパイプ歪計Ｐ３１，Ｐ３２の歪
計測データの経時変化と降雨量、積雪量との関係を示す線図である。この図１０によれば
、積雪及び降雨の後の歪データの変化（地すべり変状の発生）に先行して、電位分担率に
変化が表れていることがわかる。
【００３４】
　図１１は、図９に示される電極ＥＲ３０を共通陰極として、安定領域Ｇ５に設置した電
極ＥＲ３１及び地すべり地Ｇ６に設置した電極ＥＲ３３の電位計測データに基づいて算出
された電位分担率と、前記電極ＥＲ３１，ＥＲ３３に隣接して設置したボーリング孔内パ
イプ歪計Ｐ３１，Ｐ３２の歪計測データの経時変化を示す線図である。この図１１によれ
ば、地すべり地Ｇ６と安定領域Ｇ５の電位分担率は、歪データの変化（地すべり変状の発
生）に先行して逆転していることがわかる。
【００３５】
　図１２は、図９に示される電極ＥＲ３０を共通陰極として、安定領域Ｇ５に設置した電
極ＥＲ３１，ＥＲ３２の電位計測データに基づいて算出された電位分担率と、前記電極Ｅ
Ｒ３１に隣接して設置したボーリング孔内パイプ歪計Ｐ３２の歪計測データの経時変化を
示す線図である。この図１２によれば、安定領域Ｇ５に設置した電極ＥＲ３１，ＥＲ３２

間では、電位分担率の変動がほとんどみられないことがわかる。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】本発明に係る地盤の破壊・崩壊予測方法の好ましい実施の形態を、電極の平面配
置例と共に概略的に示す説明図である。
【図２】本発明に係る地盤の破壊・崩壊予測方法の好ましい実施の形態を、電極の鉛直配
置例と共に概略的に示す説明図である。
【図３】本発明に係る地盤の破壊・崩壊予測方法を検証するために実施した室内試験を示
す説明図である。
【図４】室内試験の結果を示す線図である。
【図５】本発明に係る地盤の破壊・崩壊予測方法をトンネル掘削現場での観測に用いた実
施例を示す電極の平面配置図である。
【図６】図５におけるVI－VI断面図である。
【図７】図５及び図６のトンネル掘削現場での電位計測データ及びこの計測データに基づ
いて算出された電位分担率の経時変化と降雨との関係を示す線図である。
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【図８】図５及び図６のトンネル掘削現場での電位計測データの総和と、各電位計測デー
タに基づいて算出された各電極の電位分担率の経時変化を示す線図である。
【図９】本発明に係る地盤の破壊・崩壊予測方法を地すべり地の観測に用いた実施例を示
す電極の平面配置図である。
【図１０】図９の地すべり地の観測において個別に算出された電位分担率及び歪計測デー
タの経時変化と降雨量、積雪量との関係を示す線図である。
【図１１】図９における安定領域と地すべり地の２箇所の電極による電位計測値に基づい
て算出された電位分担率及び前記電極と隣接する位置の歪計測データの経時変化を示す線
図である。
【図１２】図９における安定領域の２箇所の電極による電位計測値に基づいて算出された
電位分担率及び前記電極と隣接する位置の歪計測データの経時変化を示す線図である。

【図１】 【図２】
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